
～農住組合制度と社会状況の変化～
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人口増加時代の都市農地

人口の増加と農村から都市への人口流入により、

急速に都市近郊農村におけるスプロールが進行。

宅地と農地の混在が住環境の面でも営農環境の

面でも大きな社会問題化。

1960年代

1968(昭和43)年

線引きの結果、約１２０万haの市街化区域の25％、30万haの農地が
市街化区域内に含まれる。

「新都市計画法」制定

「市街化区域内農地」は農政の対象外

１ 農住組合制度概要
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農住構想（農住都市建設構想）

①農家は協同して、地域の土地利用計画に基づいて土地基盤整備事業（土地区画整理

事業）を実施して、農地として保全する部分と宅地に転換する部分を計画的に区分する。

②基盤整備された宅地については、賃貸住宅の建設や住宅地の分譲によって都市住民

に住まいを直接提供し、農地については消費者直結型の都市的な農業経営を行って、

農と住の調和した環境づくりを進める。

③このような農家・農協主導の「まちづくり」を進めることによって、農家は都市化に対応

できる長期的な生活設計を確立するとともに、都市住民との連携による住環境管理や

消費活動などを通じて新しいコミュニティづくりを目指す。

農住構想※

１９６９（昭和４４）年 建設省「住宅宅地審議会」に提案

農業団体側から求められる
「農と住が調和したまちづくり」の必要性

※農住構想（農住都市建設構想）：1967(昭和42)年、小論文「協同組合による農住都市づくり」において、一楽照雄氏
（財団法人「協同組合経営研究所」理事長(当時)）によって提唱された、都市近郊農村における農家・農協の手に
よる自主的な「まちづくり」についての構想
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農住組合法の制定

1975(昭和50)年頃～ 都市への人口集中により、住宅、宅地不足が問題化

地価上昇に伴い、農地の切り売り、個別転用が増加

1980(昭和55)年 「農住組合法」制定
農地所有者の自主的な「まちづくり」への取組を誘導

都市近郊農村の住環境悪化

周辺の営農環境への影響

都市への人口集中に伴う住宅・宅地不足が深刻化する中で

条件整備が行われた「農住組合制度（農と住の調和したまちづくり）」
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ダイエー龍野店

はつらつセンター
龍野市保健センター
休日夜間急病センター

小宅南幼稚園

駐　車　場

市道

都３・５・２０３龍野誉田線
（県道　東觜崎網干停車場線）

スプロールしやすい農地
（近い将来宅地化）

堂本公園

ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場

アクセス道路
がなく宅地化
しにくい

アクセス道路がなく
宅地化しにくい

龍野市の中心商業核店舗

　　商業地域界
都３・４・１５龍野太子線
（国道１７９号）

拡幅整備中

調査地区の区域

本竜野駅西地区まちづくり
協議会（区域）

凡　　例

　　『本竜野駅西地区まちづくり協議会』
　　「まちの整備計画」における位置付け
　　●土地利用方針・・・住宅地
　　●公共施設の整備方針・・・地区東西・
　　　　　　　　南北方向の区画道路の整備

ジャスコ龍野店

都３・３・２０２龍野中央幹線
（主要地方道　網干龍野線）

アンコ状に残存
する都市農地

堂本公民館

３F

４F

農地のあんこ状化

①幹線道路等に接した、開発ポテ
ンシャルの高い農地が先行して個
別開発される。

②区画内に残された一団の農地
に対する侵入道路の確保が困難
となる。

③取り残された農地の宅地化が
困難。

④相続発生時等における処分、
相続税支払い時の問題。

農地所有者が協同した開発・地域
づくりの必要性

都市農地が抱える問題
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• 土地区画整理事業や開発行為等による住宅地の造成

• 住宅の建設、賃貸その他の管理または譲渡

・ 農住組合の発起人は、市街化区域内の農地所有者3人以上であること

農住組合の組合員は、地区内の土地の所有権または借地権を持つ人が正組合員、地区内の農地の使用収益権を持

つ人が准組合員となり、議決権、役員選挙権等は正組合員に限定される

・ おおむね 0.5ha以上の一団の市街化区域内農地等を含むこと
・ 農地等の面積が、地区全体のおおむね1/2以上を占めていること

・ 店舗、集会所、駐車場等の利便施設の建設、賃貸その他の管理または譲渡
・ 住宅または利便施設の建設が確実である者に対して行う土地の賃貸その他の管理また
は譲渡
・ 開発行為等を円滑に実施するために必要な土地の交換分合
・ 農産物処理加工施設等の営農上必要な共同利用施設の設置または管理
・ 市民農園などの農住コミュニティ施設やテニスコート等のレクリエーション施設の設置およ
び管理

農住組合制度の概要

【目的】 住宅需要の著しい地域における市街化区域内農地の所有者等が協同して、必要に応じ
当面の営農の継続を図りつつ、農地の住宅等への転換を図るため「農住組合」という組織を設け、
事業活動を通じて、経済的社会的地位の向上、住宅地、住宅の供給の拡大を図る。

農住組合制度：農住組合法（昭和55年法律第86号）に基づく制度
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農住組合制度を活用するメリット
 

協同でまちづくり
・３人以上の農地所有者
で農住組合設立

計画的土地利用が可能
・組合員の全員合意による土地

区画整理事業の実施

宅地・農地等の集約化

面整備から管理まで一体的な
実施が可能

・宅地の造成、住宅・賃貸住宅、共
同利用施設等の建設、管理を総合
的・一体的に実施することが可能

農と住の共存
・区域の概ね３割程度を農地
として残すことが可能
・営農に必要な施設、貸農園
施設の造成・管理が可能
・生産緑地の指定要請が可能

農住組合による農と住の調和したまちづくり

無秩序な開発のおそれ

現 況

組合へのサポート
・ＪＡ等による助言・指導
（ＪＡの助言が法律に規定）
・アドバイザーの派遣

農地所有者一人一人では

土地の有効活用が困難
（接道した農地の開発が個々に
先行して行われることにより、未
接道の農地の開発が困難になり、
資産価値が低下する等）

組合で開発を行うことで、

権利調整等が行いやすく
なり、乱開発を防止する
ことが可能。
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農住組合による「農と住の調和したまちづくり」①

コーポラティブハウス
【地区概要】

・区画：５４区画
・面積：１．７４ha
・土地の広さ：165ｍ２～179ｍ２
・組合員：４名
・土地区画整理事業
・まちづくり協定

【ＪＡからの贈り物】
・家庭菜園スペース
・ガーデニングスペース
・ガーデニング講習会
・雨水タンク
・生ゴミイーター
・シンボルツリー

○ いかるがの里服部農住組合（奈良県生駒郡斑鳩町服部）

コモンスペース

「農」を付加価値として
消費者にアピール
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農住組合による「農と住の調和したまちづくり」②

○ 彦根市竹ヶ鼻農住組合（滋賀県彦根市竹ヶ鼻町字下寺海道453ほか）

【地区概要】
・面積：4.85ha
・組合員：33名
・土地区画整理事業
・目的換地
・良好な街づくりのために地区
中央部に公園の広場を設定

管理運営している建物について
・名称：サンタウン竹鼻Ａ、Ｂ
・用途：集合住宅（学生専用）
・敷地面積：7235㎡
・建物延べ面積
サンタウン竹鼻Ａ 3803㎡
サンタウン竹鼻Ｂ 1689㎡
・戸数
サンタウン竹鼻Ａ 141戸
サンタウン竹鼻Ｂ 60戸

農住組合が管理・運
営している学生寮
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農住組合による「農と住の調和したまちづくり」③

保育園

○ 三重県松阪市第一農住組合（三重県松阪市船江町字塚の坪ほか）

【地区概要】
・面積：1.63ha
・組合員：13名
・土地区画整理事業
・目的換地
・良好な街づくりのために地区
中央部に保育園を誘致
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人口減少化社会
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資料：2000年までは総務省「国勢調査」。2005年以降は、国立社会保障・人口問題研究所
　　「日本の将来推計人口」及び「日本の世帯数の将来推計」による。

2005 総人口ピーク

2015 全国世帯数ピーク

2015

2015 東京圏人口ピーク

2005

我が国の人口及び世帯の推移

２ 社会状況の変化と制度のこれから
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出典：国立社会保障・人口問題研究所ＨＰ

都道府県別人口の増加率

人口減少化社会

資料：「国土審議会土地政策分科会企画部会報告-土地施策の再構築-（平成１７年１０月）」より
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世帯構造の変化

高齢小規模世帯の状況
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高齢小規模世帯比率

人口・世帯数やその構造の変化は、
土地や住宅の需要構造に
大きく影響を及ぼす

資料：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口－平成18（2006）年12月推計－
注：「高齢小規模世帯比率」は、世帯主年齢65歳以上の単独世帯・夫婦のみ世帯が全体世帯に占める比率をいう
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　全国の宅地供給量の推移
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資料:国土交通省調査
注1:公的供給とは、都市再生機構（平成16年7月に都市基盤整備公団及び地域振興整備公団の地方都市開発整備部
門が統合されて移行。)、地方公共団体等の公的機関による供給であり、これらの機関の土地区画整理事業による
供給を含む。

注2:民間供給とは、民間宅地開発事業者、土地所有者等の民間による供給であり、組合等の土地区画整理事業による
供給を含む。

注3:M.G.ベース(ミディアムグロスベース:住宅の敷地面積に細街路、小公園等を加えてカウントした面積)の数値である。

宅地供給量の推移
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○ 低・未利用地が全国的に増加 （全国計：約13万ha（東京23区の2.1倍））

地域別に見た空き地発生の推移（ha）
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資料：総務省「固定資産の価格等の概要調書」、国土交通省「都市計画年報」

 注1:各年とも3月31日現在の数値。

 注2:農地面積には、生産緑地面積等を含まない。

（ha） （ha）

市街化区域内の農地面積及び生産緑地面積

市街化区域内の農地面積及び生産緑地面積の推移

〈左目盛り〉

〈左目盛り〉
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街なかや都市の中心部と郊外のどちらに住みたいか
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5.0

4.3

6.6

33.9

29.3
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0.7

-

0.2
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(n=2,048)

60 ～ 69歳

(n=464)

70 歳以上

(n=302)

街なかや 都市 の中心部 に住みたいと 思う どちらかといえば 街なかや 都市 の中心部 に住みたいと 思う

どちらともいえない わからない

どちらかといえば 郊外 に住みたいと 思う 郊外 に住みたいと 思う

資料 ：内閣府 「住宅 に関する 世論調査 」（ 平成 16年 11 月）

土地を巡る国民の意識

資料：「国土審議会土地政策分科会企画部会報告-土地施策の再構築-（平成１７年１０月）」より
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緑や水辺など自然環境がよいから

日当たりや風通しがよいから

街なかや都市の中心部の住宅と価格が同じく

らいでも、住宅の広さや収納などにゆとりがあ

るから

公園や緑地、子供の遊び場が多いから

夜間も静かだから

地域のつながりが残っているから

（％）

資料：内閣府「住宅に関する世論調査」（平成１６年１１月）

土地を巡る国民の意識

郊外に住みたい理由

資料：「国土審議会土地政策分科会企画部会報告-土地施策の再構築-（平成１７年１０月）」より 17
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土地を巡る国民の意識

大都市圏を中心に、利便性を重視した
人口の都心回帰が進む一方、空間的な
ゆとりや自然環境の豊かさなどを求めて
郊外への居住を望む高いニーズがある。

都心・街なか居住と郊外・田園居住を
組み合わせて過ごす複数居住のニーズ
など、多様なライフステージやライフスタ
イルに応じて、望ましい居住を実現する
ニーズが高まっている。

51%

35%

11%

2%1%
緑や水に親しめるな
ど、より自然環境に恵
まれた地域に住みた
い
日常の買物、病院へ
の通院の便など、より
日常生活の利便性が
高い地域に住みたい
子供、親と同居ある
いは近くに住みたい

その他

今後望ましい居住地

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（平成15年1月）
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土地を巡る国民の意識

街並みの保全や市民緑地制度の活用
などによる、緑地保全のための住民の
主体的な取組の拡大

景観についての総合的な法律である
「景観法」制定（平成16年6月）

良好な生活環境や景観の保全などに対する国民の意識の高まり

33.2%

35.0%

11.9%

10.5%

8.8%

0.6%

関心がある

どちらかといえば関
心がある
どちらかといえば関
心がない
関心がない

どちらともいえない

わからない

街並みや景観の向上・保全への関心

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（平成19年１月）
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都市における農地へのニーズ

都市住民から見た都市農地のあり方

13.9

24.2 59.0

2.00.3 農地として残し積極
的に農業を行う

緑地や市民農園など
に活用して残す

必要最低限の農地を
残す

住宅等に活用する

わからない

資料：農林水産省関東農政局「都市農業に関するウェブアンケート調査(H19)」
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思う
８１．１％

思わない ６．０％

どちらとも言えない
１３．０％

東京に農業や農地を残したいと思うか。

都市における農地へのニーズ

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

自然環境の保全に役立つから

生活に潤いや安らぎをもたらすから

食育等子供の教育に必要だから

新鮮で安全な農産物を供給しているから

伝統文化の継承や地域社会の活性化につながるから

農業への関心が呼び起こされるから

災害時の避難場所などの防災上の役割があるから

その他

農業や農地を残したい理由

平成１７年度第３回インターネット都政
モニターアンケート （平成１７年１１月）

（東京都生活文化局）
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●住生活基本法に基づき、平成１８年度から平成２７年度

までの１０年間における国民の住生活の安定の確保及び

向上の促進に関する基本的な計画。

●少子高齢化、人口・世帯減少社会を迎えるにあたり、国

民の住生活の安定の確保や向上、豊かさを実感できる住

生活の実現に向けた施策を位置づけ。

住宅・宅地政策の方向

住生活基本計画（全国計画）
平成１８年９月１９日閣議決定

～国民が真に豊かさを実感できる社会を実現するためには、住宅単体のみな
らず居住環境を含む住生活全般の「質」の向上を図るとともに、フローの住宅建
設を重視した政策から良質なストックを将来世代へ承継していくことを主眼とした
政策へ大きく舵を切っていくことが不可欠である。～

第３ 大都市圏における住宅の供給等及び住宅地の供給の促進
１ 基本的な考え方
～三大都市圏においても、長期的には世帯数が減少に転じることが予想されるた
め、農地・山林等の新規開発による供給から、既成市街地内の低・未利用地等の土
地利用転換による供給を中心とする方向に転換していくことが重要である。～

（２）市街化区域内農地については、市街地内の貴重な緑地資源であることを十分
に認識し、保全を視野に入れ、農地と住宅地が調和したまちづくりなど計画的
な利用を図る。
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市街化区域内の農地が多く残る練馬区では、都市住民と農業者の交流、良好な都市環境の形成と

農地の保全などを目的とした農業体験農園が開設されている。
農業体験農園は、農家が主体となって開設し、耕作の主導権を持って経営・管理が行われ、利用者は、
入園料や野菜収穫物代金を支払い、農家の指導のもと、種まきや苗の植付けから収穫までを体験できる。
農家にとっては利用者からの収入が見込め農業経営の安定につながるとともに、都市内に残された
農地の保全に役立っている。
なお、この他にも練馬区では区が管理する市民農園等が数多く開設されている。

都市住民による「農」

○ 農業体験農園（東京都練馬区）
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低・未利用地等の「土地の有効活用」に向けた動き

土地の有効活用による
地域の活性化

地域の課題

地域力

関係者の連携・協力

・ 中心市街地の空洞化による
諸機能の低下
・ 地域コミュニティの活力の低下
・ 環境・景観の悪化、犯罪発生
誘発の懸念

等

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

全国計

北海道地区

東北地区

関東地区

北陸地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州・沖縄地区

(ha)

1998年

2003年

120,000 130,000 140,000

◆ 少子・高齢化の進行、
産業構造の変化等による
低・未利用地（遊休地、放
棄地等）の増加

オープンスペース
としての緑地、
「農」の力
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○ 東京ミッドタウンプロジェクト
（東京都港区）

旧防衛庁の跡地開発を民間企業グループが主導し、地区計画を基に、拠点制の高い複合都心空
間と港区の檜町公園を取り入れた広大なオープンスペースを創出。本事業及び六本木ヒルズにより、
従来の六本木のイメージは一新され、近接する美術館などとともに新たな商業文化軸形成を先導。
都心の中に形成された広大な緑地ゾーンは、人々の憩い空間のみならず、ヒートアイランド対策等、
環境保全への寄与も期待される先導的取組。

「土地の有効活用」に、「オープンスペース」の力

※土地活用モデル大賞受賞プロジェクト(１９年度)

※土地活用モデル大賞
土地有効活用の模範的事例（成功モデル）となる事例を募集し、優れた事例について、「国土交通大臣賞」等の表彰を行い全国に紹介
することで、全国的に多く発生している低・未利用地の有効活用方策の参考となることを目的として実施。
主催：財団法人都市みらい推進機構 後援：国土交通省

ミッドタウンと一体的に整備された
港区桧町公園

新たに造成された広大な
オープンスペース

地域の環境向上・保全への貢献を明確に打ち出すことで、地域全体の価値の向上を図る。
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「土地の有効活用」に、新たな「農」の視点

○ 六町エコプチテラス（東京都足立区）

つくばエクスプレスの整備に伴う区画整理事業用に取得した区有地（保留地）において、地域住民
組織足立グリーンプロジェクトが主導し、暫定的な土地利用として農園を整備。
園芸、農作物等の緑の空間、環境教育の場、地域住民寄り合い交流の場、ヒートアイランド対策等
の環境保全の場等として、情報発信まで行う。

キウイ棚キウイ棚 キウイ棚キウイ棚

エコ農園エコ農園

エ
コ
農
園

エ
コ
農
園

共
同
区
画

共
同
区
画

エ
コ
農
園

エ
コ
農
園

ハ
ー
ブ
農
園

ハ
ー
ブ
農
園 エコ広場（駐輪場）エコ広場（駐輪場）

ビオトープビオトープ

入口入口

入口入口 入口入口

入口入口

花壇花壇

六町エコ六町エコ

土地活用モデル大賞受賞プロジェクト(１８年度)

写真・図出典：「縮退する都市と「農」」 東京大学大学院新領域創成科学研究科 横張真教授
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大阪市の施設である放出下水処理場周辺で、高層住宅の建設などにより人口・世帯数が増加。処

理場の上部空間の市民利用を検討し、地域住民の集い・憩いの場として市民農園・オープンスペース

を整備。下水道施設を利用した市民農園は国内初の試み。特殊環境での市民農園の実用可能性を

検証するための実験農園を設置し、実証実験を行っている。目的外使用承認の先導的モデル。

○放出下水処理場上部利用施設整備事業
（大阪市城東区）

土地活用モデル大賞受賞プロジェクト(１７年度)

「土地の有効活用」に、新たな「農」の視点
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○ なんばパークス事業（大阪市浪速区） 土地活用モデル大賞受賞プロジェクト(１９年度)

低利用であった難波地区南端において、旧大阪球場を大規模複合商業施設へと再開発。民間企業

が自社有地の資産価値を高めるために、面的整備手法をベースとして、多機能コンプレックスによる

上物整備と大規模な屋上緑化による新しい都市景観形成手法を組み合わせることで、大規模な土地

利用転換を図った先駆的事例であり、難波地区の南への拡張とかつてのイメージを一新。

約11,500ｍ２の屋上公園、階段状のテラスや壁面の緑化に加え、会員制の都市型菜園(アーバン
ファーム)を開設し、都市の新たなランドスケープ空間を創出。屋上空間が作る都市の新たな生態系
環境としての役割、ヒートアイランドの緩和効果を期待。

屋上の都市型菜園
（アーバンファーム）

階段状の緑地テラス

「土地の有効活用」に、新たな「農」の視点
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○線路上空人工地盤を活用した
会員制貸菜園（東京都世田谷区）

土地活用モデル大賞受賞プロジェクト(１９年度)

成城地区において、小田急鉄道(株)の鉄道複々線化事業により地下化された駅施設等の線路上空
人工地盤上に、地域の環境に配慮し、閑静な住宅街と調和する施設として、会員制貸菜園（アグリス
成城）を事業化。
従来の市民農園とは異なる、女性層を主な対象とした菜園を創造することにより、新たなライフスタイ
ルを提案。
防犯、ヒートアイランドへの対応等、地域や環境保全への貢献を重視した今後の社会ニーズへの対
応を示唆。

線路上空人工地盤上の
会員制貸菜園（アグリス成城）

「土地の有効活用」に、新たな「農」の視点

～オープンスペースとしての「農」～
緑地、公園としてだけでなく、「農」の視点を取り入れたオープンスペースの創出。
「農業の場」ではなく、「菜園」として、一般市民が土に触れ、作物等を作る場を提供。
地域・家庭の交流の場、環境教育の場としての役割、防犯の効果、ヒートアイランド等環境保全の効果などを期待。
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農住組合設立認可の申請期限：平成２３年５月農住組合設立認可の申請期限：平成２３年５月（法第６７条第３項）（法第６７条第３項）

農住組合制度を巡る状況とこれから・・

これまで

今 後

人口減少社会 宅地需要減 都市農地について、所有者の意向に配慮しつつ、
農地の保全を視野に入れた計画的土地利用を推
進し、良好な都市環境を形成していくことが必要都市農地へのニーズ増一方で

人口増加社会 宅地需要増
都市農地について、当面の営農の継続を図りつつ、
円滑な宅地への転換を図ることが必要

農住組合制度による
宅地の供給

住生活基本計画

現 状
市街化区域内の農地面積：約８万ｈａ（東京２３区面積の約１．３倍） （平成18年末。生産緑地約1.5万haを除く。）

都市住民から見た都市農地のあり方

13.9

24.2 59.0

2.00.3 農地として残し積極
的に農業を行う

緑地や市民農園など
に活用して残す

必要最低限の農地を
残す

住宅等に活用する

わからない

資料：農林水産省関東農政局「都市農業に関するウェブアンケート調査(H19)」

今後の農住組合制度に関する要望

14.8

29.6

48.1
14.8

ＰＲ・指導

条件緩和

制度の充実及び明
確化

その他

資料：国土交通省「農住組合制度の新たな活用方策検討調査(H16)」

農地所有者が農地保全、市民農園の経営者等のノウハウを保持するとともに、農協等の適切な支援
を得つつ、農地を活かした「農と住の調和した良好なまちづくり」を行う環境の整備が必要

都市農地の有効活用方策に関する要望

7.1

12.9

21.4

22.9

0 5 10 15 20 25

新制度の導入・法整備

生産緑地制度の拡充

市民農園制度の拡充

税制措置・補助制度の拡充

資料：国土交通省「農住組合制度の新たな活用方策検討調査(H16)」

○農地保全ニーズが高い
課 題

○一方、課題も多い

○農住組合制度等を活用した都市農地活用等の支援・促進事業
①ＪＡ等の推進体制の強化 ②都市農地活用アドバイザーの派遣 ③まちづくりの検証等を通じた技術支援

○農住組合制度の全般的なあり方の検討農住組合制度の全般的なあり方の検討

平成１９年度の取組（土地・水資源局土地情報課予算）

社会ニーズに
対応する制度


